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研究成果の概要（和文） ： 

広告がその本質において情報的か否かは長く論争の的となっている。広告を情報的なものと 

見なす立場はスペンス（1973）が開発しキールストロムとリオーダン（1984）が広告に初めて 

応用したシグナリング理論によって強い裏付けを得ているものの、 実証的な裏付けは 2012年現 

在なお十分とは言えない。こうした状況下において、本研究は実施容易で且つ理論の正確な翻 

案となる実証研究手続の開発を試みた。本研究は、従来同理論の実証を困難ならしめいていた 

主要因を理論の持つ多段階構造に見合うデータセットが存在しないことに見出し、実証手順を 

分割することで困難を回避するとともに翻案としての正確さを向上させている。分割された実 

証手順は、公的機関がモニターすべき広告主を特定する際や消費者教育の対象者を特定する際 

など、実際的な場面での応用が見込まれるものである。 

研究成果の概要（英文）： 
It has been a conflictive matter whether the advertising is, in nature, informative 

or not. Theoretically, the signaling model, which was launched by Michel Spence in 1973 
and applied to advertising by Kihlstrom and Riordan in 1984, is assumed to be a strong 
rationale for advertising to be informative. But it is not supported empirically enough 
in 2012, today. This research program tried to establish an easy and correct empirical 
interpretation on quality-signaling-advertising theories. The major difficulty in 
empirical research for those theoretical models is identified, in this research program, 
as absence of corresponding data set with the multiple-stage structure of those theories. 
It is conquered by division of experimental research process. The divided fact-finding 
procedure, which proposed in parallel with division of empirical research process in this 
program, can be actually applied to find such advertisers that should be monitored by 
public authority, and also to find such consumers that should be instructed about 
hidden-quality signaling. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）社会的背景 

2000 年代初頭以降、国内では食品偽装（産 
地偽装の雪印事件、原材料偽装のミートホー 
プ事件、消費期限偽装の赤福事件など）が 
続々と明るみになる中、マンション等の建物 
の耐震性能にも売手による偽装が及んでい 
ること(構造計算書偽造事件)が明らかにな 
るなど、企業－消費者間の市場情報非対称を 
原因とする経済事件が急速に社会的関心を 
集めるようになった。しかし、関連するあら 
ゆる事件において、問題は結局のところ個々 
の企業経営者の不徳に起因するものとして 
属人化・矮小化される傾向が強く、消費者庁 
の設立を前に、なお市場情報非対称問題を克 
服するための制度的改善に向けた議論は十 
分には立ち上がっていなかった。 

（２）学術的背景 
1970 年にアカロフに最初に指摘された市 

場情報の非対称性に関わる理論的問題は次 
第に学術的関心を集めるようになり、 1973 年 
にスペンスの労働市場における学歴シグナ 
リング理論が発表されると、その応用領域の 
拡大と政策的含意の探究と共に、価格と広告 
の品質シグナルとしての機能が産業組織論 
分野を中心とする経済学研究の焦点の1つと 
なった。 1980 年代以降、 産業組織論主流派 （シ 
カゴ派）は、広告が品質シグナルとして機能 
することを主張して理論の精緻化を図って 
きているが、その理論は必ずしも現実妥当な 
理論前提の上に成功しているとはいえず、更 
に実証的支持も今日に至ってなお十分とは 
言えないままであり、政策原理としての理論 
の信頼性が十分に担保されていない情況が 
続いている。 

２．研究の目的 
（１）社会改善に資する実践上の目的 

すでに社会問題化した食品や建物の品質 
に限らず、市場情報非対称に関わる実践上の 
問題は、さまざまな製品分野において、また 
あらゆる流通段階で起こりうる。すでに広告 
規制が緩和された法曹分野のみならず、医療 
観光振興策の一環として市場志向の規制緩 
和が進みつつある医療分野、同じく社会的投 
資セクターから社会的収益セクターへと政 
策的に位置づけを変えられつつある教育分 
野などが、今後、同種の問題に直面すること 
となろうが、これらの諸分野における市場情 
報非対称に関わる問題は、建物などの場合以 
上に回復不能の被害を消費者にもたらす恐 
れが強い。それゆえ、出来うる限り属人性を 
排し、一定水準を超える品質の供給が保たれ 
るような制度の設計を目指すことが政府・公 
共セクターには求められるのである。 

本研究の最大の目的は、そうした制度設計 
に資する知見、とりわけ、企業間競争を阻害 
せず且つ政府・公的セクターにとって負担の 
小さな制度の設計に関わる知見の獲得と蓄 
積に置かれる。広告は企業の私的費用、すな 
わち広義の受益者負担によって基本的には 
提供される市場情報であることから社会的 
費用負担の公正性の観点から好ましい市場 
情報ツールの１つといえよう。 

（２）学術上の目的 
広告は市場情報非対称を克服する低コス 

トの制度となりうる潜在的可能性を持って 
いるものの、現在の所、その可能性に関する 
理論的支持は十分とは言えず、実証的支持は 
それ以上に不十分な情況にある。理論的には 
すでに言及した産業組織論主流派に属する 
キールストロムとリオーダンの 1984 年モデ 
ルが主流と見なされているものの、同モデル 
とは企業の費用条件という主要な理論仮定 
で完全に矛盾するイポリトのボンディン 
グ・モデルが極めて広い適用範囲を有するな 
ど、論争的状況がおさまっていない。実証的 
支持について言えば、主流であるキールスト 
ロムとリオーダンの 1984 年モデルについて 
さえ、これを正確に翻案した実証モデルすら 
存在していない。 
本研究プログラムは（助成を受けた範囲を 

超える全体像としては）品質シグナリング広 
告理論に改善を加え、同理論におけるドミナ 
ントな理論モデルを提案することを目指す 
が、その前提として先ず実証モデルを改善し、 
現行主流理論に対する正確な実証的支持ま 
たは棄却を導くことを第一の学術的目的と 
している。この目的を達するために最初に取 
り組まれる戦略目標が、当理論に対する実証 
研究例が少ない事情の調査研究と、実証モデ 
ル自体を改善する試みであった。 

３．研究の方法 
（１）文献研究 

関連する既刊論文を網羅的に渉猟により、 
主流理論をはじめとする有力な理論モデル 
の、構成概念の現実的対応物が何であるかに 
ついての予備的な検討を行うとともに、既存 
の経験的研究の成果を網羅的に把握する（成 
果の一部は雑誌論文②で公表） 。 

（２）経験的研究（A） 
キールストロムとリオーダンの 1984 年モ 

デルとイポリトのボンディング・モデルに共 
通に含まれる品質シグナリング広告の4つの 
機能段階（消費者事前品質推定シークエンス、 
広告主事前市場推定シークエンス、不正広告 
主排除シークエンス、広告資産蓄積シークエ 
ンス）のうち、個別企業による戦略的な広告



支出意思決定および品質意思決定を外生変 
数とする 2つの段階について、その駆動状況 
を経験的研究手法の組み合わせにより検証 
し、総合的に理論をテストする。 
① 共分散構造分析による消費者事前品質 

推定シークエンスの実証（成果の一部 
は雑誌論文①で公表 

② ベクトル自己回帰分析による不正広告 
主排除シークエンスの実証 

（３）インタビュー調査 
（1）、（2）の成果をもとに政府・企業の政 

策的意思決定当事者の知覚・認識と理論の構 
成概念をすり合わせ、広告主事前市場推定シ 
ークエンスと広告資産蓄積シークエンスの 
観測変数を特定。 （成果の一部は雑誌論文② 
で公表） 

（４）経験的研究（B） 
（3）の成果をもとに、広告主事前市場推 

定シークエンスと広告資産蓄積シークエン 
スの観測変数を経験的にテスト。 

（５）理論モデルの改良・開発 
（3）（4）の成果をもとに外部妥当性の向 

上に必要となる理論モデルの改良・開発。 

（６）政策的・戦略的含意の導出 
上述の全プロセスを通じて得られた知見 

をもとに、企業の戦略的意思決定に対する含 
意を導き、これに対応して社会的余剰の最大 
化を可能ならしめる政府・公共セクターによ 
る戦略的制度設計に関する含意を導く。 

４．研究成果 
本研究の主要な成果は、実施容易で且つ理 

論の正確な翻案となる実証手順の開発にあ 

る。対象となっているシグナリング広告理論 

の実証研究は、実証研究の通例に沿って、国 

内外ともに従来1つの実証モデルで試みられ 

てきており、本研究も計画段階ではそうした 

試みの 1つとして企画された。 

本研究は当初、対象理論の複雑な駆動系を 

完備的に翻案した多変量時系列分析モデル 

による検証を予定していたが、理論の翻案と 

いう点では優れていた同モデルには、主とし 

てデータの蓄積期間の点で十分なデータセ 

ットが存在しないことが判明した。これは本 

研究プログラムの課題であったと同時に、後 

に本研究の成果を実践に応用する際に応用 

領域を狭めることが合理的に予想される、社 

会的障害でもあった。 

それゆえ、本研究プログラムは実証モデル 

の改善から実証手続きそのものの改善に最 

初の研究の焦点を移し、複数の分析手法の組 

み合わせによって必ずしも長期にわたるデ 

ータの蓄積を必要としない実証手順を開発 

するよう方針を転換した。理論は容易に検証 

可能と考えられる4つのシークエンスに分割 

され、各シークエンスはそれぞれの駆動を検 

証するのに適した異なる定量分析モデルで 

検証されるよう計画し直された。最初のシー 

クエンスの実証研究は、住宅メーカーによる 

広告支出と、消費者の品質推定の関係をモチ 

ーフとして実施され、際立った成果を見せた。 

従来、価格と広告が同時に品質のシグナル 

として用いられる理論モデルでは、ミルグロ 

ムとロバーツの1986年論文をはじめとして、 

価格が広告以上に効果的なシグナルと結論 

され、広告は価格に対して補助的な役割を果 

たすに過ぎない点が強調されてきた。しかし、 

今般実証研究の結果、消費者は価格以上に、 

企業の広告支出に依存して広告主企業の品 

質を推定していることが判明したのである。 

【図 1】 

【表 1】 

このことは、理論上は従来の理論が何か重 

要な変数を見逃していることを含意してお 

り、実践上は消費者の品質推定方法が製品分 

野によって異なることを前提に、多くの場合 

において、現在よりもきめの細かい広告規制



や消費者教育を展開する必要があることを 

含意している。 

当研究プログラムは、すでに助成された範 

囲を超えて今後も展開されるが、ここまでの 

成果として、対象理論の実践的応用領域の広 

さに見合う程度に適用容易な検証手続が開 

発されたことは、学術上も実践上も重要な成 

果の 1つである。学術上は更に、従来の理論 

モデルが見落としている重要な変数の存在 

を予想しえたことが、予想外の成果である。 

今後は、同種の実証手続きの適用例の増加と 

ともに、理論・実証・応用の全側面で、知見 

の加速度的改善が展望される。 
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